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POINT 1

企業に求められる責任と強靭性
ISSB設置の公表に伴い、企業による気
候変動関連開示の基準設定も大きく
動き出した。開示の目的は投資家の保
護と金融市場安定化だが、より具体的
に、社会や投資家が企業に求めている
のはネット・ゼロ達成に付随する各企
業の責任と、気候変動に伴う多様なリ
スクに対する企業の強靭性である。そ
の意味において、気候変動に関する開
示と事業戦略は表裏一体と捉えるべき
である。

POINT 2

フォーキャストではなくシナリオ分析
が必要
10年超、少なくとも2050年程度までの
将来を対象にした気候変動リスクへの
対応として、さまざまに想定される事業
環境と自社にとって最適なパスウェイ
を戦略的に選択していくためには、モデ
リング手法を用いたシナリオ分析を行
うことが有効だ。しかし、長期間にわた
る将来を一定の科学的論拠を維持し
つつ構築するのは非常に困難で、工数
がかかる作業である。

POINT 3

戦略ストリームで、見えない未来の
戦略的分岐点と戦略的選択肢を明
確化する
シナリオ分析を行うモデルに自社デー
タを投影したベースケースを使い、自社
事業にとって重要性の高い事象や重大
なリスク、新たな事業機会の種を認識
し、一定の信憑性のあるデータと論理
性を維持しながら定量化を行う。その
過程において複数の戦略的分岐点を
明確にし、戦略的選択肢を検討して自
社のルールブックとすることが戦略スト
リームの神髄である。

POINT 4

Climate IQを使ったKPMGの支援
KPMGは、気候変動に伴う企業のシナ
リオ分析支援を行うことを目的とした
ツール、Climate IQを開発した。現在グ
ローバル展開準備を行っており、近く日
本でもサービス展開を開始する予定で
ある。
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OP26開催中に設立が公表されたISSBは、今後、気候変動リス
クへの対応に関する開示基準を詳細に設定していきます。これを

契機に、ビジネス界における気候変動リスクへの対応を目的としたトラン
スフォーメーションは、大いに促進されることになるでしょう。企業には、一
歩進んだ開示規定への準拠という目的と同時に、これと表裏一体をなす
本質的な戦略についても、過去の経験値に基づくフォーキャストではなく、
予見できない未来のシナリオを駆使して取り組んでいくことが求められます。
本稿では、気候変動に伴う事業環境の変化をシナリオ化する際に必要
となる要素について解説するとともに、そのなかにどのようにして自社を投影
し、異なる気候変動シナリオによってもたらされる中長期的なリスクや機
会について戦略的思考を巡らせるかについて、筆者の考えを述べます。本
稿が、大きなパラダイムシフトに突入した世界と事業環境のなかで、社会
的経済的価値を創出すべく、戦略を構築し実行する企業の皆様への一助
となれば幸いです。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りいたします。
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Ⅰ

加速する気候変動リスクへの
対応に伴うトランスフォーメー
ション

1. ISSB設立と気候変動関連に関する開
示基準の設定

昨年11月に開催されたCOP2 6は、パリ
協定を実質的な行動に移すためのルール
ブックの確立を目的とした、パリ協定採
択以来最も重要なCOPと言われていまし
た。過去数回のCOPで全会一致の合意に
達することができなかった、合意がきわ
めて困難ないくつかの論点をなんとか合
意に導き、「グラスゴー気候合意（Glasgow 

Climate Pact）」を形成した点において、
COP26は前評判に違わず歴史的評価に値
するものとなったと言えるでしょう。
国家レベルでは、ようやく実行指針への

合意が成立したばかりですが、同時並行
で金融界およびビジネス界では、実践へ

の大きな第一歩を踏み出しました。COP

開催中にも、それを象徴するいくつかの公
表がありました。図表1にその一部をまと
めましたのでご参照ください。

COP2 6を契機として、上記を含む気候
変動リスクへの対応に伴う世界的なトラ
ンスフォーメーションが一気に加速してい
くでしょう。先陣を切るのは、今回設立
が公表されたInternational Sustainability 

Standard Board（以下、ISSB：国際サステ
ナビリティ基準審査会という）と、ISSBに
より今後詳細に規定される気候変動リス
クへの対応に関する開示基準の設定です。
一定規模以上の企業がこの基準に準拠し
始めることにより、ビジネス界における気
候変動リスクへの対応のためのトランス
フォーメーションが大いに促進されること
になるでしょう1。
日本は、TCFD（Task-Force for Climate-

related Financial Disclosure：気候関連財務
情報開示タスクフォース）に賛同する企業
が大変多く、2021年12月23日時点で498 

団体が賛同しています 2。しかし、賛同す 

る企業のすべてが自主開示を行っている
わけではありません。また、自主開示の内
容も、TCFDのガイダンス 3に沿っていると
はいえ、あくまでも自主的に作成している
ものです。そのため、その内容が、そもそ
もTCFDが意図した以下の2つの重要な点、
すなわち、
• 投資家を守る
• 金融市場の安定化に寄与する
という基準をクリアするものかどうかに

ついて、綿密な精査の対象となっている
わけではないというのが現状です。とは
いえ、だから悪いということではありませ
ん。しかし、企業は、現段階の開示とはレ
ベル感の異なる開示が、今後ISSBによっ
て規定されるであろうということを意識し
ながら、準備に着手する必要があります。

2. 企業に求められる責任と強靭性

COP2 6は、気候変動という論点におい
て、世界を空中戦から実践への移行とい
う新たな局面に導きました。この新たな局
面で企業に求められるものを考えてみる
と、2つのキーワードが浮かび上がります。
それは、「責任」と「強靭性」です。
気候変動に関する企業の「責任」とは、

化石燃料の使用量やGHG排出量、水の使
用量、廃棄やリサイクルの促進、生物多様
性等に自社事業と組織が及ぼす影響を考
慮する（いうまでもなく、計測し、ターゲッ
トを設定し、行動することを含みます）こ
とです。これについては、世界中で1,2 0 0

社を超える企業がScience Based Targets 

Initiative 4（SBTi ：科学に基づく目標）に登
録していることを鑑みてもすでに多くの企
業が一定の理解をしていると見受けられ
ます。
一方、より新たな現象として従来にない

ほど鋭い視線が注がれているのが、企業
に対する「強靭性の向上」という要請です。
強靭性を考えるには、以下の3つの側面に
ついて考慮する必要があります。

図表1 COP26開催中のファイナンス・ビジネスに関わる公表（一部）

出典：KPMG 作成

サステナビリティに関する開示基準を設定する。まず最初に着手するのが、
TCFDのガイドラインの明確な規制化。 気候変動リスクや対応、ガバナンス
や戦略に関する開示を明確に規制化する

開示基準の確立に関する進展　
ISSB（ International Sustainability Standard Board）の設立

イギリスでは2023年までに全ての上場会社はネットゼロまでの移行プラン
の提出を求められ、さらなる透明性が求められるとともに、プランの実現
可能性についての精査は厳格化する。遠からず他国への波及が予想される

ネットゼロまでの移行プランの透明性確保　銀行、保険、資本市場は、
投融資対象企業への脱炭素化に伴う本格的な取組みを要請

多くの問題点は解決され、残る課題は「排出権のダブルカウントをいかに
回避するか？」というポイントに絞り込まれた

排出権クレジットの市場メカニズムのルールブックの完成

2050年までのカーボンニュートラル（二酸化炭素ネット排出量ゼロ）に
コミットする金融機関イニシアチブの連合体で、傘下のアセット総額は
約130兆ドル

金融界のアライアンス成立　GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net 
Zero、グラスゴー金融同盟）が正式発足
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（1） 物理的リスクに対する強靭性
はじめに考慮すべき側面として、山火

事、干ばつ、洪水、集中豪雨等の自然災害
が事業資産と事業継続性に及ぼすリスク
が挙げられます。

（2） 地政学的リスクに対する強靭性
次に、サプライチェーンの変容に伴うリ

スクがあります。気候変動への対応に伴
い、各国・地域がグリーン成長政策を掲
げ、これにより急激に製品や製造工程、
使用する素材も変化することで、地政学
的な影響を与える地域が変わります。た
とえば石油の需要が低下すれば、石化
燃料主体の旧来の中東を中心とする産
油国の地政学的リスクは下がるかもしれ
ません。その一方で、今後需要が増加す
る可能性が高い金属やコバルト等の資
源の産出国である、たとえばコンゴ共和
国等の動向を注視する必要性も出てくる
でしょう。また、直接気候変動に由来す
る事象ではありませんが、人権に関する
問題も日に日に注目されてきています。
これによるサプライチェーンへの影響の
把握と必要な修正への検討が求められ 

ます5。

（3） 規制環境の変化に対する強靭性
最後に、規制の変更、新たな規制の出

現に伴うリスクがあります。脱炭素を推進
するために新たに施行される規制や国際
的な枠組み（国境炭素調整措置6等）、また
脱炭素に対する取組みについて透明度の
高い、そして他社との比較が可能な開示を
求める新たな基準の出現等への対応が求
められます。
企業は気候変動への対応に伴う社会的

責任を果たしつつ、同時に強靭性を高め、
維持すべく、多くの場合、中長期戦略の策
定に伴う前提条件の大胆な見直しに着手
することが求められることになるでしょう。
これが、本格的なトランスフォーメーショ
ンの第一歩となるのです。

3. VUCA時代に必要なシナリオ

出発点は、事業を取り巻く環境の変化
を、客観性と論理性を考慮に入れたうえで
どのように捉えるか？そして変化する環境
のなかでのリスクと機会をどのように事業
に生かしていくのか？という事業戦略の構
築にあります。
そして1つだけ、これまでと大きく異な

る点があります。それは、これから我々が
向かう未来は、過去からの延長線上には
ないということです。これは、我々の知識
や経験値から将来の事業環境を想定する
ことは、非常に困難であるということを意
味しています。気候変動リスクにより齎さ
れるVUCA時代の戦略構築に、過去の経
験則を用いたフォーキャストは通用しま
せん。今後必要になるのはシナリオ分析
です。異なる気候変動シナリオと、これに
伴って異なる事業環境、異なる物理リスク
と移行リスク、異なる技術変革の進展等
を組み合わせたネットゼロに向けたパス
ウェイをシナリオとして想定し、自社の事
業戦略と求められる変革について想定外
を含めた頭の体操を習慣づけ、常にプラ
ンB、プランCを持ちつつ、高い機敏性と柔
軟性を維持しながら事業運営を行うこと
が、気候変動リスクに対する強靭性（レジ
リエンス）の向上に繋がります。シナリオ
分析は、気候変動を自社を取り巻く事業
環境の重要な一部として捉え、機敏かつ
柔軟に戦略的思考を行うことを可能にし
ます。

Ⅱ

定量化は避けて通れない

1. 投資家は何が知りたいのか？

日本だけでなく、世界中でTCFDガイダ
ンスに沿った開示を公表する企業は増加
傾向にあります。ただし、それらの大半
は定性情報が主となっており、定量情報
があるとしても炭素価格の変動によるビ
ジネスへの影響といった種類のものに留

まっているのが現状です。しかし、気候
変動に伴うリスクや機会に関する定量情
報なくして、取締役会が気候変動リスク
をその他多くの企業を取り巻くリスクと
比較することは不可能です。また、投資
家も資金配分に際して適切な情報に基づ
く決定を下すことはできません。TCFDの
直近のScenario Analysis Guidance（TCFD 

Guidance on Scenario Analysis for Non-

Financial Companies 7）でも「成熟したプロ
セスにおいては定量化が必要である」と述
べています。
定量化は、気候変動に対峙する企業に

ついて、投資家が最も知りたいと考えてい
る次の2つのマネジメント能力を示すため
にも有効です。
• 業務プロセス中に「強靭性」を埋め込
み、出現しつつあるリスクを予見し対
応するマネジメント能力（たとえば、適
応戦略の明確化等）

• ネットゼロへのトランジションの道程
に出現する新たな事業機会を梃にした
新たな価値創造に関する可能性を定量
的に示し、自社の事業戦略の文脈で定
義するマネジメント能力
定量情報の提供は、間違いなく投資家

の要求に対する質の高いレスポンスとなる
だけでなく、多様なステークホルダーとの
コミュニケーション上、大きなプラス要因
となるでしょう。

VUCAの時代には、企業は、投資家、規
制当局、監査人等から多くの詳細な精査
を受けることになります。もちろん彼らも
遠い未来の可能性について正誤を評価す
ることはできませんが、企業が想定するシ
ナリオについて一定の信憑性は求めるで
しょう。過去の延長線上にない未来シナ
リオを一定の信憑性を持って語るには、信
頼に足るデータに基づき科学的かつ論理
的に構成されたストーリーが不可欠です。
そして、定量情報にも同様の信憑性が求
められるでしょう。
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2. 自社戦略ストリームの構築

これまでは、過去の経験測に基づく
フォーキャストをベースに、戦略策定と実
行、モニタリング、修正というPDCAを回し
ていくのが一般的でした。もちろん、すで
に予見されている技術革新や地政学的変
容を前提条件に加味することも、今では
多くの企業がプラクティスとして実践して
いることでしょう。しかし、気候変動リス
クとそれが世の中に及ぼす変容を考える
とき、我々は3～5年ではなく、少なくとも
10～20年、長ければ50～100年という遠
くの水平線を、目を細めて眺望しなければ
なりません。そうなると求められるのは、
フォーキャストではなくシナリオ分析です。
石油メジャーがその戦略構築のサイクル
にシナリオ分析 8を利用しているように、
今後、一定規模以上で気候変動関連開示
を行おうとする企業は、大なり小なり、シ
ナリオ分析を戦略ストリームに取り入れる
必要に迫られることになるでしょう。

3. 物語ではない。シナリオである。

他社も戦略策定の際に参考にすること
があると言われている石油メジャーの未
来シナリオは、概略だけを読んでも、根拠
不明な物語のようにしか見えないかもし
れません。しかし、この未来シナリオが評
価されているのは、物語の裏に多くのデー
タやシミュレーションが走っており、そこ
に多様な専門家の助言と、さらには全世界
1,0 0 0人以上からなるシナリオチームの詳
細分析が練りこまれている点にあります。
むろん、すべての企業がこの体制を持たな
ければならない、と言いたいのではありま
せん。言いたいことは、シナリオの裏には、
信頼性を担保するデータと、見えない未来
に存在する複数の事象が互いに均衡する
にはどうでなければならないかという強い
科学的論拠の裏付けが必要である、とい
うことです。
京都大学iPS細胞研究所所長の山中伸

弥氏は、「新型コロナウイルスは科学と社

会をこれまでにないほど近づけた」と述べ
ています 9が、気候変動もまた科学と社会
を急速に近づけていると言えます。
次の章では、未来シナリオを想定する

のに必要な要素について説明します。

Ⅲ

未来シナリオは見えているか？

1. 気候変動シナリオ： 「ワーストケース」
と「ぎりぎりセーフケース」

まず最初に、本稿はシナリオ分析の
一般的な方法論について解説するもの
ではない旨を述べさせていただきます。
TCFDが推奨するシナリオ分析の考え方
や導入方法については、TCFD Guidance 

on Scenario Analysis for Non-Financial 

Companies 10をご参照ください。
これまで、気候変動シナリオには、現行

シナリオの「4℃シナリオ（気候変動リスク
に対して何らの対策も取らなかった場合
の2100年頃の気温上昇）」と、2100年頃の
気温上昇を2℃未満に抑える努力をすると
いうパリ協定採択時点での合意をベース
にした「2℃シナリオ」の2つが使われるの
が一般的でした。しかし、COP26では、す
でに世界経済のCO2排気量90％を超える
国々が1.5℃努力目標追求の決意を表明
していることから、早晩「2℃シナリオ」が
「1.5℃シナリオ」に置き換わると考えるの
が妥当でしょう。ただ2℃であれ、1.5℃で
あれ、この数値は「ベストケース」ではなく
「ぎりぎりセーフケース」です。この点につい
ては、今一度、読者の皆様の注意を喚起
させていただきます。
さて、ここで設定される数値として何℃

が適切なのかについては、今後も新たな
研究成果が明らかになるにつれて変化し
ていく可能性があります。しかし覚えてお
きたいのは、今後企業は、気候変動リスク
対応に関する開示について、より具体性の
ある、そして定量情報を伴う開示を求めら
れるようになるということです。すなわち、
企業がすぐにでも着手すべきことは、「4℃

シナリオ」をワーストケースとする一方、
人々の健全な生活と経済成長を持続可能
にするために地球上の生命体が生き続け、
環境が破壊されない気温上昇は何度まで
が許容範囲なのかという「ぎりぎりセーフ
ケース」の2つの世界を具体的に想定する
ことです。

2. 異なる気候変動シナリオを前提として
想定される事業環境モデル

気候変動シナリオの目的は、将来の
GHG排出量に関する予測を用い、将来の
気候変動に由来する経済の脆弱性を定量
的に評価することです。企業には、気候
変動シナリオ（4℃あるいは2℃／1.5℃）に
伴って想定される事業環境を使って、自社
の未来について戦略的に思考することが
求められます。シナリオを使うことで企業
は、気候変動リスクへの対応を単なる開示
の問題としてではなく、中長期的戦略の
議論として認識し、取り組むことができる
でしょう。
ただし、この思考には定量情報が不可

欠です。したがって、シナリオをモデル化
し、異なる気候シナリオや異なる戦略を
定量化していく必要があります。ここで
は、実際の経済を形成する要素が、可能
な限り現実に近い形で統合された世界を
モデルのなかに創ることが求められます。
KPMGでは、そのために必要なモデルへ
の要素のインプットについて以下のように
考えています。
（1） 気候変動シナリオから「ワーストケー

ス（ 4℃）」と「ぎりぎりセーフケース
（2℃あるいは1.5℃）」のどちらを前提
とする世界を想定するかを選び、気候
モデル11から参照します。

（2） 異なる気候変動シナリオを前提とす
るマクロ経済への影響をインプットし
ます。ここでは、一般応用経済均衡モ
デル 12を参照します。

（3） 異なる気候変動シナリオを前提とす
る異常気象の発生等が特定のアセッ
トに与え得る負の経済的影響をイン
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プットします。通常は、物理リスク分
析モデル13を参照します。

（4） IAM（統合評価モデル、Integrated 

Assessment Modelling）という手法を
用いて、上記（2）から参照した社会・
経済的要素と上記（ 3）から参照した
気象や生物圏・環境要素を統合し、1

つのモデル・フレームワークを作り 

ます。
多くの計量経済的な学術用語に圧倒さ

れてしまいそうですが、これらが示してい
ることは、「これから我々が突入しようとし
ている世界は、さまざまな要素が複雑に
反応しあい、連鎖しあい、均衡しようとす
る結果として作られる環境であり、我々人
間が過去の知識や情報から簡単に想定
できるレベルのものではない」ということ 

です。
ここで一旦、頭の整理をしましょう。前

述（1）から（4）を図表で表してみます。図
表2をご覧ください。
ここで、さらに考えなければならない要

素があります。それは、現状から2100年ま
でに4℃上昇あるいは2℃／1.5℃上昇へと
移行していくために必要な環境政策を始
めとする規制の要素や、技術革新の出現
とその効果、コスト等の要素です。これら
は前述（2）で参照する一般応用経済均衡
モデルに組み込まれている場合もあれば、
追加的にインプットが必要な場合もあるで
しょう。特に、規制要素は国や地域ごと、
またセクターごとに異なることが多いた
め、適切なモデルやデータを参照すること
が非常に重要となります。
さて、ここまでの手順を経て、事業環境

をモデル内に再現することができました。
自社の中長期戦略を検討するうえでの
ベースケースの完成まであと一歩です。モ
デルに再現した事業環境に自社のデータ
をインプットすれば、ベースケースのできあ
がりです。

3. モデル内に企業データを挿入し、ベー
スケースを完成させる

モデリングによる企業価値や企業リス
クの定量化の際に入力が求められるデー
タは、そのモデルの目的によりさまざま
です。ここでは、KPMGがグローバルで

図表3 シナリオ分析に必要な企業データ

出典：KPMG作成

資産に関するデータ

財務データ

環境へのインパクトに関するデータ

戦略・投資に関するデータ

サプライチェーンに関するデータ

資産の種類（機能、価値、付加価値、所在）

当該資産が属する事業グループ

セクター・事業グループ毎の収益源、様々なコスト、ブレークイーブン

異なるセクター・事業グループへの収益、創出価値、減価償却の配分

主要な資産ごとのエネルギー消費、再生可能エネルギー等グリーンエネ
ルギー使用量、GHG排出量

現行の事業計画とリスク軽減に伴う措置・戦略

計画されている戦略投資

主要な取引業者

主要なサプライヤーとカスタマーが存在する市場

製造に必要なコモディティの種別、コスト、量

1

2

3

4

5

図表2 異なる気候変動シナリオを前提として想定される事業環境のモデリング

出典：KPMG作成

気候変動
シナリオ
（4℃/2℃ 
or 1.5℃）
の選択

気候モデル
を参照

一般応用経済モデル
気候によるマクロ経済への
定量的影響を参照

物理リスク分析モデル

IAM（統合評価モデル）

異常気象がアセットや物理
的ロケーションに被害を及
ぼす蓋然性を算出
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開発している気候変動リスク関連モデル
「Climate IQ」で必要となる企業のデータ
（図表3）をご紹介します。なお、Climate IQ

については後述をご参照ください。
以上のような手順を経て、特定の企業

の気候変動リスクと事業機会を定量的に
把握しつつ、戦略的に思考していくための
ベースケースができあがります。シナリオ
に必要なパラメータと企業データを使っ
て、個社のベースケースシナリオを作成す
る一連のプロセスをまとめたものを図表4

に記します。

Ⅳ

戦略ストリームの始動

さて、ここまでの作業だけでも中々に複
雑かつ工数が掛かります。しかしここまで
の作業では、中長期的事業戦略を検討す
る準備ができたに過ぎません。本質的な
戦略ストリームはここから始動します。
できあがったベースケースを使って、自

社事業にとって重要性の高い事象や重大
なリスク、新たな事業機会の種を認識し、
一定の信憑性のあるデータと論理性を維
持しながら定量化していきます。その過
程における複数の戦略的分岐点を明確に
し、戦略的選択肢を検討して自社のルール
ブックとするわけです。もちろん重要な事
象が起こるごとに、このルールブックの見
直しを行います。

1. シナリオ分析とモデリングによる定量
化の意義

モデリングを通じた一連のシナリオ分
析は、今後、重要性が増すであろう以下の
項目について有効な手段となるでしょう。
● これまでの延長戦上にない未来につい
て一定のシナリオを前提とし、その環
境のなかで自社がネットゼロを標榜し
つつ社会的にも経済的にもその価値を
訴求するためのさまざまな道のり（パス
ウェイ）を具体的に思考し、検討するこ
とを可能にする

● 気候変動リスクとその対応に伴う企業
の定量情報を投資家に提供し、強靭
性を高め維持するマネジメント能力と、
ネットゼロへのトランジションに潜むリ
スクと機会を自社戦略にどう取り込む
かを考察し、戦略化するマネジメント
能力を投資家やその他のステークホル
ダーに示すことができる

● 数値化により、マネジメントによる将来
戦略に関する比較・検討を客観的に行
い、長期にわたる原因と結果の関連性
を明確にすることができる

● 戦略思考を、今後設定される気候変動
に関する開示の方向性と合わせること
により、戦略と開示の一体性を高める
ことができる

● 長期間にわたる戦略の実践を、モデル
をベースに進捗管理し、継続的に修正
していくことができる

● 気候変動リスクに関連する事項の包括
的な検討を可能にし、気候変動関連の
開示の充実に寄与する

2. KPMGが開発する気候変動モデル：
Climate IQ

気候変動に伴うシナリオ分析に必要な
モデル構築には相当な工数と専門性が必
要になり、一企業で対応するのは容易で
はありません。ましてやモデリングそのも
のは、重要ではあっても本質的ではない
場合には、より本質的な議論を社内リソー
スで行うべきであると考えます。

KPMGは、気候変動に関する企業の
取組みと求められる開示の在り方につ
いて数年前から検討を開始し、英国を
中心にそのためのモデルであるClimate 

IQ（ Impact Quantified）14を開発しました。
Climate IQは現在、世界中のお客様にご利
用いただくためにグローバル展開の準備
をしています。日本のお客様には、およそ
半年程度でご紹介できる見込みです。

Ⅴ

「未来ビジョン構想チーム」
組成のすすめ

前述のように、戦略ストリームの本質は
モデル構築にはなく、モデルを活用したシ
ナリオの分析と将来に起こり得る戦略的
分岐点の検討、複数の戦略的選択肢の準

図表4 気候変動リスクへの対応のモデル化

出典：KPMG作成

気候モデル
を参照

気候変動
シナリオ
（4℃/2℃ 
or 1.5℃）
の選択

一般応用経済モデル
気候によるマクロ経
済への定量的影響を
参照

物理リスク分析モデル

IAM（統合評価モデル）

異常気象がアセットや物
理的ロケーションに被害
を及ぼす蓋然性を算出

個社別の企業データ
（図3を参照）

ビジネスプラニング
モジュール

マクロ経済への影
響、物理的影響を
個社への財務イン
パクトに変換
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備、そしてそれらすべてを埋め込んだルー
ルブック（たとえばNASAの宇宙飛行に伴
うオペレーションマニュアルのような）を
構築し、新たな事実や可能性が判明する
ごとに改定していくことです。
また、この議論を行う際に、企業のCEO

やトップマネジメントの方々にはぜひ、３G

（異なるジェンダー、異なるジェネレーショ
ン、異なるジオグラフィー）を備えた多様な
メンバーからなる「未来ビジョン構築」チー
ムを組成して、あらゆる視点からのイン
プットを奨励し、受け止めた議論をしてい
ただけるよう、ご検討をお願いしたいと考
えます。
将来の輪郭はあやふやで捉えがたく、こ

れまでのアプローチでは有効な戦略を選
び、実行していくことはもはや不可能です。
あなたの企業は、気候変動リスクとその対
応に象徴されるVUCAの波に飲み込まれず
に泳ぎ切る準備はできていますか？
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